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Ⅰ. はじめに

近年、開発問題の中でも国境を越える問

題が重要課題として注目されている。

HIV/AIDSやマラリアのような感染症、薬物

の違法取引、地球温暖化問題などはその例

である。これらは、いわゆる地球規模問題

とも言われる問題である。このような課題

に対する開発援助は、個々の国に対する援

助のみならず、問題が複数国にまたがるこ

とから、地域を対象とした援助が必要であ

る。日本は、このような問題に対して、特

定国向けの二国間援助を通じる協力ととも

に 、 国 際 機 関 や グ ロ ー バ ル 基 金

（HIV/AIDS・結核・マラリア基金等）を通

じた多国間協力への拠出を通じて対応して

いる。そして、2000年度より、新たに「広

域協力案件」（以下、広域案件）が国境を越

える問題に対する開発援助の一つのアプロ

ーチとして二国間援助の枠組みの中で開始

された。

現在実施されている広域案件は、日本の
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ODAの重点地域の一つでもあるメコン河流

域国１を対象とした技術協力プロジェクトで

ある。広域案件は、二国間援助の枠組みで

ありながら、国家の枠組みを越えて複数国

を対象とした地域開発協力である。一口に

広域案件と言っても、その形態は案件によ

って様々である。基本的には、日本と二国

間協力を結ぶ国が中心的な存在となり、実

質的に日本から援助を受ける国となる。こ

の中心的な国を「拠点国」とし、拠点国の

能力を向上しながら、拠点国のリソース

（人材、施設等）を活用し、周辺各国への裨

益も当初より視野に入れた協力である。拠

点国以外の国々は、拠点国で実施される研

修に参加したり、また、案件によっては、

自国でのパイロットプロジェクトの実施が

組み込まれている場合もある。また、拠点

国以外の国にも機材の供与が行われている

案件や、日本と拠点国の専門家が周辺国に

技術的なアドバイスを行っている案件もあ

る。更に、拠点国に研修センターを構築し、

地域の人材育成の拠点とする案件も含まれ

る。このように、広域案件は、直接二国間

援助の取り決めを結んだ拠点国だけではな

く、他の周辺諸国が当初より案件の裨益国

としてプロジェクトの枠組みに組み入れら

れている点、対象課題が「地域の問題」と

して設定されている点、そして、場合によ

っては拠点国以外の国での主体的な活動が

ある点などで、従来の二国間援助と異なっ

ている。このような「地域」２を最初から視

野に入れたアプローチは、日本のODAの二

国間援助の中でも新しい動きである。

本稿の目的は、日本のODAにおけるこの

新しい動きである「広域案件」に焦点をあ

て、このような協力が生まれた背景を考察

し、実際の広域案件の事例を分析すること

で、新たに始まった開発援助の一つのアプ

ローチとしての特徴を明らかにし、現状に

おける限界を解明することである。事例と

して取り上げるのは、メコン河流域国にお

ける寄生虫対策として始まった「タイ国国

際寄生虫対策アジアセンタープロジェクト」

（ACIPAC）と、主に口蹄疫に関する診断技

術の向上を通じて地域内の家畜疾病率の低

下を目的とした「タイ及び周辺国における

家畜疾病防除」の２案件である。また、豪

州の二国間援助機関であるAusAIDが同地域

において実施している「HIV/AIDS対策」の

地域プロジェクトを比較対象として取り上

げる。事例分析は、事例に関する評価では

なく、事例を通じて広域案件の枠組みや、

広域的な便益がどの程度参加国に裨益して

いるのか、その実効性について解明する。

その際、本稿では、有効なアプローチとし

て地球公共財の概念を用いる。地球公共財

とは、経済学で一般的に扱われる公共財の

概念を地球レベルに引き上げたものである

が、便益が国境を越えて複数国へ裨益する

外部性を有しているところに特徴がある。

カール、カンブール、クックなどに代表さ

れる研究者たちは、この地球公共財の概念

を、国境を越える問題に対する開発戦略と

して捉えている。国境を越える問題を取り

扱った援助の戦略的な考えは他になく、複

数国を対象とした開発援助を考える際の重

要な点を指摘しており、広域案件の趣旨と

合致することから、筆者は、本稿でこの考

えを採用する。そして、地球公共財の概念

から、開発援助で国境を越える問題に効果

的に対処するための要件を導出し、事例分

析のための分析枠組みを構築する。

国境を越える問題に対するODAの新たなアプローチ

－248－



Ⅱ. 広域案件が始まった背景

１．国境を越える問題の台頭

近年、数々の開発課題の中でも、国境を

越えて対処しなければならない問題が多く

見られる。経済のグローバリゼーションに

伴い、貿易が拡大され、海外投資が増加し、

また、周辺国との間の交通や通信インフラ

が整備される等、周辺国との人やものの動

きが今まで以上に活発に動いている。しか

し、それに伴い、グローバリゼーションの

負の影響として、国内だけでは対処できな

いような問題も台頭している。酸性雨、麻

薬の不正取引、感染症などその例であるが、

このような国境を越える問題は、「開発課題」

としてますます重要視されている。1992年、

リオで開催された国連環境会議（UNCED）

を契機に、199 4年には、国連開発計画

（UNDP）（1994: 3）が「人間の安全保障」

（Human Security）という新しい概念を打ち

出し、国境を越えて波及する問題は、個々

の国だけではなく、地域単位または地球全

体で対策を講じるべき問題であると訴えて

いる。特に、ハレル（1999: 56-60）は、地球

規模よりも地域単位でこのような問題を解

決した方が有効であると論じ、地域協力の

強化を提案する。従って、開発援助として

これらの問題に対処する際も、個々の国は

もとより、問題が所在する複数国にまたが

る「地域」を視野に入れた協力が必要とな

っていると判断できる。

２．日本のODAに見られる国境を越える問題

日本のODA大綱（1992年制定）の中にも

「地球規模の問題への取組み」は重点課題と

して取り上げられており、国際社会が直ち

に協調して対応を強化しなければならない

問題であると喚起している。2003年に改訂

された新ODA大綱の中にも、「地域協力の枠

組みとの連携強化を図るとともに、複数国

にまたがる広域的な協力を支援する」と、

より明確に地域を視野に入れた協力の実施

が盛り込まれている。

これまで日本のODAの中で、問題を「地

域の問題」として捉え、地域を視野に入れ

た協力は、二国間協力の枠組みにおいては、

国と国にまたがる道路建設などのインフラ

案件、または、第三国研修３などの一部の研

修事業のみで、地域の問題でも個別の国に

対して協力が行われてきている。従って、

地域を視野に入れた協力は、ほとんど国際

機関等を通じた多国間協力への拠出から実

施していると考えられる。国境を越える問
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図1　日本のODA予算内訳（2002年度一般会計） 
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図2　日本のODAの推移 
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題への対応は、一つには、高い専門性と知

識、その地域に関する経験、世界的なネッ

トワーク、援助方法に関する情報等を多く

有する国際機関の方が効果的な援助の実施

ができると考えるからである。しかし、日

本のODA予算の内訳（図１）を見ると、二

国間協力（無償資金協力、技術協力、借款）

がその大半（約87%）を占める現実からも、

地域を一体とした協力よりも、基本は二国

間ベースでの協力で個別に実施しているの

が現状であると考えられる４。

ODA予算の推移（図２）からも、多国間

援助への拠出は、ODA予算全体の推移とと

もに、減少しているのが読み取れる。2003

年度予算では、全体のODA予算が前年比－

5.8%だったのに対し、多国間援助への拠出は、

前年比－6.9%も減少しており、ODA予算の

中でも二国間援助への拠出が高まっている。

これは、国民へのODAの説明責任に関する

議論も高まり、「顔が見える援助」として、

日本の色が出やすいとされる二国間援助の

方が多国間援助よりも重視されている傾向

が強いことが一つの理由であると判断でき

る。二国間援助では、日本の物資、技術や

経験が活用され、また、人の交流を通じた

協力が行えるため日本としての色が出しや

すく、「日本の安全と繁栄を確保し、国民の

利益増進に深く結び」５つきやすい。このよ

うな状況の中で、国境を越える問題に対し

ても、二国間援助の枠組みで地域を一体と

した援助の実施が希求されていると判断で

きる。

３．日本のASEAN及びメコン河流域開発に

対する協力重視

メコン河流域は、日本のODAの中でも重

点地域の一つである。日本のODAの重点地

域は、戦略的にもアジアを重視しているが、

特にその中でもASEANへの協力は、図３の

とおり2001年度ODA予算においてアジア向

けの半分を（28.3%）を占めており、日本と

して重視している地域であることと判断で

きる。メコン河流域国であるタイ及びカン

ボジア、ラオス、ミャンマー、ヴェトナム

（以下、CLMV）はASEANに属しており、

特に、タイ以外のCLMV４カ国は、ASEAN

後発加盟国６である。ASEAN統合を支援し

ている日本は、ASEAN内の格差是正のため、

CLMV各国を対象とした様々な協力を行っ

ている７。広域案件でこの地域を選択したの

にも、CLMV各国への協力がその背景にあ

ると考えられる。

４．タイの「援助国化支援」

広域案件は、二国間援助の枠組みである

が故、地域を対象にした案件でありながら、

手続き上どこかの国からの要請の形をとら

なければならず、本稿で取り上げる広域案

件の場合、タイとの二国間協力の形を取っ

ている。タイは、当該地域において、「東ア

国境を越える問題に対するODAの新たなアプローチ
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図3　日本のODAの地域別配分 
2001年度 

（日本のODA総額：約75億米ドル　うちASEAN：約21億米ドル） 
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ジアの奇跡」の代表ともいえる経済成長を

経験しており、中心的な存在となっている。

タイは、各種施設の充実やアクセスの面か

らもインフラが整備されて利便が良い点、

CLMV各国とも歴史的、文化的なつながり

が深い点、メコン河流域の開発としての地

域協力８及びASEAN統合のための格差是正

を促す地域協力にも高い関心があり、

CLMV各国を対象とする協力への動機が強

い点があげられる。

更に、日本が広域案件を実施する背景に

は、タイに対する「援助国化支援」がある。

タイは、順調な経済成長を遂げ、1993年度

をもって「無償援助卒業国」９となり、原則

無償資金協力が終了している。タイは、独

自に小規模であるが、すでに周辺国の援助

を始めるまでに至っており、タイの援助窓

口であるDTEC10によれば、農業、保健医療、

教育の３分野で、CLMV各国を対象とした

「タイ国際協力プログラム」を実施している。

これを受け、日本は1996年の日タイ経済協

力会議の結果、タイへの援助重点分野の一

つの柱に「広域協力支援」を挙げ11、タイが

実施している地域協力を援助側としても支

援している。つまり、日本はタイの「援助

国化」を支援しており、広域案件もこの一

環として捉えられると判断できる。

Ⅲ. 地球公共財と開発援助

１．地球公共財の概念

公共財とは、経済学の定義によると強い

公共性を持っている財のことであり、消費

の「非排除性」と「非競合性」という２つ

の性質が両方、もしくはどちらか一方が部

分的にも存在する財のことである。地球公

共財（global public goods）の概念は、最近

国際機関を中心に議論が高まっている12。カ

ール他（1999a, 1999b）、KanbulとSandler

（1999）によれば、地球公共財とは、上記の

公共財の定義が一カ国内に留まらず、国境

を越えて複数国、そして世代、宗教、エス

ニシティも超えて地球市民に波及する公共

財と定義する13。

公共財は、非排除性と非競合性の両方の

性質を持っているものを純粋公共財、どち

らか一方の性質があるものを準公共財とい

う。また、準公共財の中には非競合的であ

るがある特定グループのみに便益を限定す

るものをクラブ財という。そして、一つの

公共財の供給が複数の種類の便益にも結び
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国内公共財

（National）

地域公共財

（Regional）

地球公共財

（Global）

純粋公共財

・地下水の浄化

・国防

・マラリアの治療

・ペスト撲滅

・地球温暖化防止

・国際金融の安定

準公共財

・水路整備

・交通網整備

・予防注射

プログラム

・酸性雨の削減

・組織犯罪の減少

・疫病の管理

クラブ財

・通信ネットワー

ク整備

・灌漑の整備

・共同市場の設立

・農業普及員の広

域的なサービス

・エコツーリズム

・インテルサット

通信衛星の利用

結合財

・公務員のサービ

スの充実

・教育普及

・平和構築

・湖沼の浄化

・労働基準の整備

・森林保護

国
際
公
共
財

表１　公共財の分類

出所：Kanbul and Sandler（1999: 63）より加筆作成



つく財のことを結合財と呼んでいる。表１

は、公共財の具体的な例をKanbulとSandler

（1999: 63）の分類表から提示したものであ

る。なお、公共財は、その便益が波及する

範囲によって、国内、地域（複数国の集合）、

地球公共財の３つのレベルに分けられる。

地球公共財は、「その非排除的、非競合的

便益が国境を越え、世代間を超えて全人類

にもたらされるもの」である（カール他

1999c: 222）。地球公共財の供給は、途上国へ

の開発援助の文脈の中で、国境を越える問

題への対応の一つとして考えられる。国境

を超える伝染病、金融危機、酸性雨の問題

などは、途上国にも先進国にも影響を及ぼ

している「地球公共悪」（global public bads）

である。すなわち、地球公共財を供給する

ことは、地球公共悪を削減したり是正する

役割を担っていると考える。例えば、公害

の削減、感染症のためのワクチンの研究、

国際金融の安定なども幅広く地球公共財に

該当する。また、世界銀行（2001a: 130）は、

地球公共財は、世界平和、貧困削減、など

「目的」に相当するものもあれば、政策、国

際協力へのプロセス、制度など、その目的

に達するための「手段」に相当するもの、

また、データや知識などの「中間財」も含

まれると特徴づけている。

国境を越える問題は、先進国及び途上国

にも及ぼしている問題であるため、地球公

共財の生産は各国において必要である。そ

のための費用や、人的資源、制度などを供

給するのは、通常各国の政府、民間セクタ

ー、市場、または市民の役割であるが、し

かし、開発途上国にはその費用を負担する

能力、つまり、資金、人的資源、制度、規

範などの基盤が十分に備わっていないのが

現状である。クックとサックス（1999: 203）

は、このように、市場によっても被援助国

の行政（中央政府、地方政府）によっても

供給されない「公共財」の供給に「援助」

国境を越える問題に対するODAの新たなアプローチ
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図４　地球公共財と途上国の開発の関係概念図 

国境を越える問題 

　 途上国の問題 

地球公共財を吸収する 
ための能力の問題（教 
育、人材育成、制度整 
備等） 

国内に特化した問題 

　 地球公共悪 

特定国向けの 
二国間 
援助 

国際機関／地 
域機関等 

補完的活動による地球公共財の供給 

（開発の促進） 

（途上国内で地球公共財が生 
産され供給への貢献） 

途 
上 
国 
の 
開 
発 

相互依存関係を示す線 

地球公共財の 
全体量の増加 

（通常の二国間援助に 
よる開発促進） 

地球公共財の供給 
貧困削減 

（寄与） 

（相互依存） 

出所：筆者作成 

（国内の問題への供給 
に比べると僅か） 



を集中するべきであり、ここに地球公共財

の援助としての役割があると論じる。

カール他によると、途上国の開発と地球

公共財の関係は図４に示したように相互に

依存している。特定国向け及び国際機関等

を通じた開発援助による地球公共財の供給

は、途上国の開発の促進につながり（途上

国の社会経済開発を妨げる要因（地球公共

悪）を低減することで開発が促進する）、途

上国の開発が促進することにより、途上国

自身も地球公共財への供給に貢献できるよ

うになる。そして、この好循環が働くこと

により全体としての地球公共財の量が増え

る。これは、地球公共財と途上国の開発が

相互依存関係になっていることを示してい

る。しかし、その際忘れてはならないのが、

個々の国への適応性の考慮である。地球公

共財の正の便益を吸収でき、また、自国で

地球公共財を生産できるように、途上国内

のキャパシティ（教育、人材育成、制度整

備等）を高めなければならない。そのため

には、個々の国に対する二国間援助が重要

な役割を担うこととなる14。このような補完

的活動も伴って、地球公共財が全体として

増加し、ひいては貧困削減にもつながると

考える。

しかし、クックとサックス（1999: 205-207）

は、現実には地球公共財の供給は、公共財

であるが故の問題15や、権限、参加、そして

インセンティブに関する３つのギャップが

存在するため供給不足に陥っており、国境

を越える問題が顕著になっていると指摘す

る。そのため、筆者は、国境を越える問題

に対する開発援助を実施する際には、この

３つのギャップを埋めて始めて効果的に地

球公共財の供給ができると考える。そこで、

カール他（1999a, 1999c）が指摘した３つの

ギャップを分析し、開発援助で地球公共財

を供給する際の重要な要件を導出する。そ

の際、カール他及び前述のハレルが指摘し

たように、国境を越える問題への対応は、

問題が顕著に現れる地域レベルでの対応が

効果的であり、また、本研究は地域レベル

における開発を取り扱っているので、地球

公共財の議論から、地域レベルの公共財で

ある「地域公共財」を開発援助で効果的に

供給する議論に置きなおして、広域協力で

地域公共財を供給するための必要な要件を

導出する。

２．分析枠組みの構築

カール他による３つのギャップを端的に

説明すると以下のとおりである。まず、権

限のギャップとは、世界政府や地域を包括

する政府は存在しないので、地球／地域規

模の問題に関しても政策決定の権限は個々

の国に頼らざる得なくなっているというギ

ャップのことをいう。参加のギャップとは、

地域規模の行為主体は政府、市民社会、

NGO、民間セクターなど多様なアクターが

存在するが、国際協力に関しては政府間に

限られていることを言う。また、途上国が

地域規模の論争に積極的に参加できていな

いことも表している。そして、インセンテ

ィブのギャップとは、参加者間の中で、公

平性・公正性が保たれていなければ協力の

インセンティブが働きにくく、また協力の

継続が難しくなることを言う。この３つの

ギャップを埋めるためには、国家、地域、

地球レベルへとつながり、再び国家レベル

へと戻る権限のループの構築が必要であり、

また、様々なアクターが参加できる環境と、
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そして、参加者に公平・公正な結果がもた

らされることの保証が必要であると考える。

この３つのギャップを埋めてこそ、広域協

力は、地域公共財の供給を適切に実施し、

国境を越える問題に効果的に対応できるも

のと考える。すなわち、広域協力が、地域

公共財を効果的に供給し、国境を越える問

題に対処するには、この３つのギャップを

埋めるために留意しなければならない要件

がある。これらの要件について、カール他

の３つのギャップを埋めるための議論を分

析し、下記のとおり提示したい。

権限のギャップを埋める議論からは、ま

ず、協力による便益が何か、またそれが確

実に存在するかということを各国に理解さ

せる必要性を導出した。これは、各国が協

力する意義を見出すためのものである。そ

して、協力の正負の影響を明確にし、国家

国境を越える問題に対するODAの新たなアプローチ
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（Ａ）地域としてのニーズの

特定

（Ｂ）地域各国との相互活動

（Ｃ）便益の確実性

（Ｄ）関係各国への柔軟的な

対応

（Ｅ）広域協力から関係各国

への便益の還元

調査項目

プロジェクとの形成背景と、特に事例の対象課題を特定する作業
において、参加各国間の合意形成をどのようにとったのか、ある
いはとらなかったのか、また、関係各国の開発政策やドナーとし
ての援助方針との整合性に付いて調査する。

問題に対する情報がどのように各国に共有されているのか、また、
各国間の信頼を醸成させるような地域としての活動について、そ
の内容及び頻度を調査する。また、各国の参加主体がどのレベル
なのかも留意する。

各国が協力のインセンティブを高めるのは、問題の解決によって
便益が確実にもたらされるという明確な理解がある時である。便
益に対する情報が各国に伝わっているのか、理解されているのか、
また、他の参加国との公平性や公正性が保たれているかなどの情
報について調査する。

プロジェクトの参加国であるCLMVに対し、各国の実状や開発の
レベルに合わせた柔軟な対応が取られているのかなどを、プロジ
ェクトの活動内容やデザインから分析する。プロジェクトの各国
における実施体制も重要であるため、各国へのプロジェクトの投
入を通じて調査する。

例えば協力の成果が国内の政策に反映するなど、広域協力の便益
が国内に還元されているか、各国内における変化や、国内におけ
る活動の例を調査する。また、持続可能性を検討するために、今
後のプロジェクトの展望を調査する。これは、プロジェクトとし
ての持続可能性というよりも、広域プロジェクトの便益から今後
どう国内でその便益を発展させていくか、その可能性を探るもの
である。

調査内容

表２　分析枠組み

出所：筆者作成



の政策と地域及び地球レベルの政策を結び

つけるためには、関係各国との「情報の共

有」が重要であることを導出した。この情

報の共有に関しては、特に多様性のあるア

ジアの国々の地域協力が信頼を醸成させる

ことを第一に考えている（菊池1997、Harris

1995）ことからも重要であり、地域協力を

促進する鍵となっていることが判明した。

さらに、協力のニーズの特定作業は、国家

レベルから始まり、地域協力の成果が再び

国家レベルに還元されて始めて、国家レベ

ルと地域レベルがつながることが判明した。

これは、地域公共財の供給が外部の問題で

あるということを回避できるからである。

すなわち、「広域で協力した成果を国内に還

元する」ことが必要であり、便益が国内に

還元されて始めて、地域の問題が国内の問

題でもあることの自覚が各国に生まれるか

らである。また、開発援助において、ニー

ズの特定から実施、評価に至るまで、裨益

者の主体的な参加がその効果や持続性に影

響することは開発に関する様々な議論の中

ですでに論じられており、複数国が係わる

共通のニーズの特定作業においても、各国

の主体的な参加によって決定されるべきで

あるという要件が導出された。これは、参

加やインセンティブのギャップを埋める議

論から導出された点である。また、参加の

ギャップの議論からは、すべての関係主体

が地域規模の論争に参加し、その地域のメ

ンバーとしての責務を果たすために、各国

内における能力の構築が重要であることが

あげられた。地域公共財を供給する開発援

助において、各国の実状を考慮した「柔軟

な対応」が必要であることも導出した。

以上を整理すると、地域公共財を供給す

ることを目的とする広域協力を効果的に実

施するためには、以下５つの項目が重要と

なると判断できる。すなわち、（A）地域と

してのニーズの特定、（B）地域各国との相

互活動、（C）便益の確実性、（D）対象各国

への柔軟的な対応、（E）協力から対象各国

への便益の還元、の５項目である。この５

項目を広域案件の事例を分析する際の枠組

みとし、表２のとおり各項目について調査

を行った。

Ⅳ. 事例検証結果

１．広域協力としての分析

３件の事例を表２の分析枠組みにより調

査した結果を以下表３にまとめた。３事例

とも前述したとおり現在も進行中の案件で

あり、プロジェクトの軌道修正も行いなが

ら実施しているため、分析にあたっては主

に案件の形成過程及び枠組みを中心に行っ

た。なお、以下は、筆者が広域案件に実際

に関わった経験と、拠点国となっているタ

イ、プロジェクト参加国であるミャンマー

及びカンボジアにおいて、それぞれのプロ

ジェクトの関係者にインタビューを行い、

プロジェクトに関する広域性、問題点等の

聞き取り調査、またJICA本部にてプロジェ

クト担当者とのインタビュー、そして資料

収集を実施した結果に基づいている16。

まず、（A）地域としてのニーズの特定に

ついては、３例とも基本的にはドナーから

のオファー型の案件となっている。３例と

も地域としてのニーズを各国から吸い上げ

て特定したのではなく、ドナー側が各国の

事情や国際的な課題を考慮してオファーし

ていることが判明した。参加各国にとって、
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課題としてのニーズは確かにあるが、それ

が各国にとっての開発課題やドナーとして

の援助重点課題を検証する限り、必ずしも

優先度及び緊急性の高い課題であるとは言

えないことが判明した。また、家畜案件の

場合、タイを中心に考えたニーズという意

味合いが強いため、周辺国とのニーズと必

ずしも同じレベルではないことが判明した。

各国のニーズに対する合意形成では、家

畜案件やAusAIDのHIV/AIDSの場合は、国

際機関やASEANなどが当該課題に関する地

域プロジェクトをすでに実施しており17、関

係者間のネットワークや課題に対する理解

が進んでいたと判断されるため、当該課題

に対する地域協力の重要性や参加国にとっ

て協力の意義が、少なくとも案件の形成段

階で明確になっていたと考えられる。そし

て、これら２例の場合、案件形成前に参加

各国と議事録の交換などで合意を取ってい

る点が注目される。一方、ACIPACの場合は、

参加国の合意を取ったのはプロジェクトが

開始してからである点が相違している。

（B）地域各国との相互活動は、対話や情

報の共有、ネットワークの構築により各国

との信頼醸成を築くプロセスとなるもので

ある。ACIPACの場合、中間評価18によれば、

「各国関係者は、研修や関連セミナーへの出

席により人的ネットワークが促進され、情

報ネットワークとして英語及び日本語のホ

ームページ、メールマガジンの配信を通じ

て枠組みが構築された」（ACIPAC 2002b: 9）

と案件の効果を評価している。しかし、ミ

ャンマー及びカンボジアのプロジェクト関

係者へのインタビューでは、確かに12週間

の研修により人的ネットワークはある程度

確立されたが、地域的な相互活動がないた

め、特に必要としない限りそのネットワー

クは活用していないとの指摘があった。家

畜案件の場合は、すでに家畜疾病関係のネ

ットワークが国際機関の枠組みなどで構築

されていたため、様々な形で関係者間の情

報交換を行う機会が多いと判断でき、広域

案件が既存のネットワークを更に強化した

と判断できる。しかし、日本の２例ともタ

イを拠点としているため、案件の運営の中

心はタイにあり、専門家もタイに常駐して

いる。これらの専門家は、CLMV各国には

基本的に、年２-３回の短期間の出張を実施

するのみであることが判明した。つまり、

少なくともタイと各国との情報交換は促進

するが、CLMVどうしの横のつながりが強

化されるまでには至らず、地域としての積

極的な相互活動を促進しているとは言い難

いと判断できる。一方、A u s A I D の

HIV/AIDSプロジェクトの場合、各国毎の保

健セクター及び警察との関係強化を図りな

がら、地域間でも定期的に会合を開催して

いる。そして、まだ実施はされていないが、

各国で立案される小規模プロジェクトどう

しを「姉妹提携」させ、草の根レベルでの

交流も図るなどの工夫が見られた。このよ

うに、草の根レベルから政策レベルまでの

重層的な関係者間の地域的な交流を可能と

している点は、地域相互活動を活発化し、

各国の信頼醸成にも寄与すると判断できる。

（C）便益の確実性に関しては、主に参加

各国への投入を比較した。ここでも、日本

の２例は、タイとの二国間協力が基本とな

っているため、人材、予算、機材などの投

入のほとんどがタイに集中していることが

判明した。ACIPACでは各国においてパイロ

ットプロジェクトを実施しているが、それ

国境を越える問題に対するODAの新たなアプローチ
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調
査
領
域 （ A ） 地 域 と し て の ニ ー ズ の 特 定 （ Ｂ ） 地 域 各 国 と の 相 互 活 動

調
査
項
目 案 件 形 成 の 背 景 案 件 形 成 過 程

ド ナ ー

の 援 助

方 針

JI
C
A
／
A
C
IP
A
C
（
20
00
.3
-2
00
5.
3）

19
97
年
の
デ
ン
バ
ー
･サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
、
当
時
の
橋
本
総
理
が
寄
生

虫
対
策
の
重
要
性
及
び
国
際
的
な
協
力
の
必
要
性
を
提
唱
。
そ
の
後
、

国
際
寄
生
虫
対
策
検
討
会
が
設
置
さ
れ
、
19
98
年
に
は
、
バ
ー
ミ
ン
ガ

ム
･サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
橋
本
総
理
は
、
寄
生
虫
対
策
の
人
材
育
成
及
び

情
報
交
換
を
目
的
と
し
て
、
ア
ジ
ア
と
ア
フ
リ
カ
に
「
人
造
り
」
と

「
研
究
活
動
」
の
た
め
の
拠
点
造
り
、
及
び
W
H
O
 及
び
G
8諸
国
と
も
協

力
し
て
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
を
提
案
。
A
C
IP
A
C
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

こ
の
橋
本
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
具
体
例
で
あ
り
、
ア
ジ
ア
へ
の
協
力
と

し
て
、
タ
イ
の
マ
ヒ
ド
ン
大
学
熱
帯
医
学
部
を
中
心
と
し
た
周
辺
諸
国

も
含
む
人
材
育
成
を
主
眼
に
お
い
た
案
件
の
要
請
が
タ
イ
よ
り
提
出
さ

れ
た
。

・
19
98
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
形
成
調
査
団
（
タ
イ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
）
派
遣

・
19
99

企
画
調
査
員
派
遣
（
タ
イ
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
、
ラ
オ
ス
、
カ
ン

ボ
ジ
ア
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
、
ヴ
ェ
ト
ナ
ム
、
マ
レ
イ
シ
ア
）

・
タ
イ
か
ら
の
要
請
の
形
を
取
る
が
、
実
際
は
日
本
政
府
か
ら
の
オ
フ

ァ
ー
型
の
案
件

・
周
辺
国
へ
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
A
C
IP
A
C
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
が
始
ま
っ
て
２
年
目
よ
り
実
施
を
追
加
。
そ
れ
ま
で
、
タ
イ
に
お

け
る
研
修
へ
の
参
加
の
み
を
想
定
し
て
い
た
た
め
、
周
辺
各
国
と
特

別
な
取
り
決
め
は
し
て
い
な
か
っ
た
が
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
を
実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
、
各
国
と
の
合
意
を
後
か
ら
結
ん
で
い

る
。

・
橋
本
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ

・
タ
イ
へ
の
援
助
政
策
の
中
で
の
地
域
協
力
支
援
（
南
南
協
力
）
の
一

環

地 域 レ ベ ル の 活 動

（ 横 の ネ ッ ト ワ

ー ク ）

・
地
域
レ
ベ
ル
の
活
動
は
年
に
１
回
の
国
際
研
修
（
12
週
間
）。
タ
イ
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
所
に
常
駐
し
て
い
る
日
本
人
専
門
家
と
タ
イ
人

専
門
家
が
出
張
ベ
ー
ス
（
年
１
、
２
回
）
で
他
の
参
加
国
に
対
す
る

技
術
的
助
言
等
を
供
与
し
て
い
る
。

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
局
と
他
の
各
国
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
て
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
あ
る
が
、
参
加
国
ど
う
し
の
横
の
関
係
を

積
極
的
に
結
び
つ
け
る
よ
う
な
活
動
は
行
っ
て
い
な
い
。

・
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
、
A
C
IP
A
C
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
H
P
の
立
ち
上
げ
。

・
タ
イ
で
開
催
さ
れ
る
国
際
研
修
。

・
年
２
回
の
地
域
調
整
会
合
の
実
施
。

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
局
と
他
の
各
国
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し

て
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
あ
る
が
、
参
加
国
ど
う
し
の
横

の
関
係
を
積
極
的
に
結
び
つ
け
る
よ
う
な
活
動
は
行
っ
て
い
な

い
。

・
日
本
人
専
門
家
及
び
タ
イ
専
門
家
の
関
係
国
指
導
の
た
め
の
派

遣
（
年
間
１
-２
回
）

・
各
国
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
専
門
家
及
び
各
国
の
実
施
機
関
ど
う
し
の
関
係
者

レ
ベ
ル
地
域
会
合
を
開
催
。（
４
ヶ
月
毎
）

・
高
級
事
務
レ
ベ
ル
地
域
会
合
を
開
催
し
、
各
国
の
政
策
決
定
者
へ
の
情
報

提
供
を
行
う
。（
年
１
回
）

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
リ
ー
ダ
ー
は
少
な
く
と
も
４
ヶ
月
に
一
回
は
地
域
を
巡

回
。

・
参
加
国
ど
う
し
が
タ
イ
に
お
け
る
12
週
間
の
研
修
の
時
に
集
ま
り
、

情
報
交
換
及
び
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
る
。
そ
れ
以
外
に
各
国

が
接
す
る
機
会
は
メ
ー
ル
マ
ガ
ジ
ン
を
通
じ
て
の
情
報
の
伝
達
等
。

研 修 の 実

施 体 制 、

場 所
タ
イ
に
お
け
る
第
三
国
研
修
の
実
施
、
C
L
M
V
各
国
と
も
一
緒
に
研
修

（
年
１
回
、
各
国
よ
り
約
４
名
が
参
加
）

タ
イ
に
お
け
る
第
三
国
研
修
（
各
国
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
て
、
国

別
特
設
研
修
も
実
施
。

６
ヶ
月
ご
と
の
地
域
会
合
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ト
を
持
ち
回
り
で
主
催
。

・
参
加
国
ど
う
し
が
タ
イ
に
お
け
る
研
修
の
時
に
集
ま
り
、
情
報

交
換
し
た
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
る
。
そ
れ
以
外
に

各
国
が
接
す
る
機
会
は
、
e-
m
ai
lに
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

程
度
。

・
国
際
機
関
が
同
地
域
で
実
施
し
て
い
る
当
該
分
野
の
活
動
も
あ

る
た
め
、
情
報
交
換
の
機
会
は
他
に
も
有
し
て
い
る
。

・
地
域
研
修
及
び
地
域
会
合
の
場
で
情
報
の
交
換
及
び
協
議
を
実
施
。
ま
た
、

各
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ト
で
立
ち
上
げ
る
小
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
関
連

づ
け
て
「
姉
妹
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
と
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
間
の
交
流
を
図

る
。

JI
C
A
／
家
畜
疾
病
案
件
（
20
01
.1
2-
20
06
.1
2）

当
該
地
域
が
政
治
的
に
安
定
さ
れ
つ
つ
あ
る
こ
と
も
あ
り
、
タ
イ

と
周
辺
国
と
の
間
で
は
、
家
畜
の
国
境
取
引
が
増
し
て
い
る
。
ま

た
、
国
境
を
越
え
た
家
畜
の
移
動
も
増
し
て
お
り
、
国
境
を
接
す

る
国
々
に
お
け
る
家
畜
衛
生
状
況
が
悪
化
し
て
き
て
い
る
。
家
畜

の
生
産
性
、
家
畜
生
体
及
び
畜
産
物
の
取
引
に
影
響
が
及
ぼ
さ
れ
、

口
蹄
液
を
含
む
病
気
の
発
生
は
畜
産
業
に
と
っ
て
重
大
な
損
失
を

も
た
ら
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
背
景
の
も
と
、
家
畜
衛
生
の
現

状
の
改
善
と
病
気
の
発
生
を
防
ぐ
た
め
、
地
域
的
な
戦
略
の
確
立

が
急
務
と
な
り
、
タ
イ
政
府
は
19
98
年
に
本
案
件
要
請
を
日
本
国

に
提
出
。

・
19
98
年
よ
り
基
礎
調
査

・
案
件
開
始
前
に
、
案
件
に
関
す
る
枠
組
み
な
ど
参
加
各
国
と
協

議
し
て
お
り
、
各
国
の
実
施
機
関
と
議
事
録
（
M
in
u
te
s）
を
交

換
し
た
。

・
タ
イ
の
ニ
ー
ズ
を
中
心
に
し
た
要
請
の
意
味
合
い
が
強
い
。

タ
イ
へ
の
援
助
政
策
の
中
で
の
地
域
協
力
支
援
（
南
南
協
力
）
の

一
環

A
us
A
ID
／
H
IV
/A
ID
S案
件
（
20
02
.7
-2
00
6.
7）

20
00
年
、
豪
州
は
、
H
IV
/A
ID
S
グ
ロ
ー
バ
ル
基
金
に
６
年
間
で
A
$２
億
ド

ル
の
拠
出
を
発
表
。
同
時
期
に
、
20
00
年
A
S
E
A
N
サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
、

地
域
内
の
国
境
を
超
え
る
重
要
な
課
題
の
１
つ
と
し
て
H
IV
/A
ID
S
の
問
題

が
認
識
さ
れ
、
地
域
協
力
の
一
層
の
強
化
が
共
同
宣
言
に
盛
り
込
ま
れ
て
い

る
。

・
20
01
年
よ
り
基
礎
調
査
、
事
前
協
議
と
し
て
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
を
訪
問

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
国
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
枠
組
み
に
対
す
る
合
意
書

（
M
O
U
）
を
案
件
開
始
前
に
締
結
。

・
当
該
課
題
は
、
参
加
各
国
に
と
っ
て
優
先
度
、
緊
急
性
の
高
い
課
題
で
あ

る
が
、
参
加
各
国
が
合
意
し
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
要
請
を
し
て
い
る
の
で

は
な
く
、
実
際
は
、
豪
州
か
ら
の
オ
フ
ァ
ー
型
の
案
件
。

H
IV
/A
ID
S
グ
ロ
ー
バ
ル
基
金
へ
の
拠
出
な
ど
、
豪
州
の
H
IV
/A
ID
S
へ
の

援
助
政
策
の
一
環
。

表
３
　
調
査
結
果
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調
査
領
域 （ Ｃ ） 便 益 の 確 実 性 （ Ｄ ） 関 係 各 国 へ の 柔 軟 的 対 応

（ Ｅ ） 広 域 協 力 か ら 関 係 各 国 へ の 便

益 の 還 元

調
査
項
目 予 想 さ れ る 便 益

便 益 に

対 す る

理 解

投 入

JI
C
A
／
A
C
IP
A
C
（
20
00
.3
-2
00
5.
3）

・
タ
イ
に
対
し
て
は
、
タ
イ
の
マ
ヒ
ド
ン
大
学
熱
帯
医
学
部
を
寄
生
虫

対
策
に
係
わ
る
人
材
育
成
の
地
域
拠
点
と
し
て
機
能
さ
せ
る
。
ま
た
、

学
校
保
健
に
よ
る
寄
生
虫
対
策
の
モ
デ
ル
校
の
構
築
。

・
タ
イ
以
外
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
国
に
お
い
て
当
初
は
、
タ
イ
に
お

け
る
年
間
各
国
５
名
（
合
計
20
名
/国
）
の
研
修
に
よ
る
人
材
育
成
。

２
年
目
よ
り
、
各
国
に
お
い
て
「
学
校
保
健
を
ベ
ー
ス
と
す
る
寄
生

虫
対
策
」
の
た
め
の
小
規
模
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す

る
こ
と
に
よ
り
、
研
修
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
前
に
各
国
と
の
合
意
は
取
っ
て
い
な
か
っ
た
が
、

パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す
る
こ
と
に
な
り
合
意
形
成
が

実
施
さ
れ
た
。

・
長
期
専
門
家
（
４
名
）
は
、
タ
イ
に
常
駐

・
周
辺
国
へ
は
出
張
ベ
ー
ス
で
技
術
指
導
及
び
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
。

・
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
関
す
る
小
規
模
機
材
の
投
入

プ ロ ジ ェ ク ト の

内 容

拠 点 国 以 外 に お

け る ド ナ ー 側 の

支 援 体 制

・
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
実
施
（
C
L
M
V
）

・
研
修
は
個
別
の
国
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
て
国
別
特
設
研
修
を
組

ん
だ
り
、
協
力
国
で
あ
る
マ
レ
イ
シ
ア
か
ら
の
専
門
家
を
ニ
ー

ズ
に
あ
わ
せ
て
派
遣
す
る
な
ど
柔
軟
性
を
も
っ
て
対
応
。

・
カ
ン
ボ
ジ
ア
に
対
し
て
研
修
後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
と
し
て
パ

イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
。（
20
03
年
度
よ
り
実
施
）
し

か
し
、
他
の
国
に
対
し
て
は
、
予
算
上
行
わ
れ
て
い
な
い
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ト
ご
と
に
専
門
家
が
常
駐
し
て
い

る
の
で
、
各
国
ご
と
の
研
修
及
び
小
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立
ち
上
げ
て
い

る
。
ま
た
、
地
域
的
な
協
力
の
１
つ
と
し
て
、「
姉
妹
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」
協

定
を
通
じ
て
、
参
加
各
国
間
の
横
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
。

周
辺
国
に
お
け
る
JI
C
A
国
別
事
務
所
は
、
各
国
で
行
わ
れ
る
パ
イ
ロ
ッ

ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
財
務
管
理
及
び
連
絡
・
調
整
程
度
で
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
関
与
は
少
な
い
。

国 内 で の 技 術

の 適 用 及 び 利

用 状 況

パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
が
地
域
研
修
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
と

な
る
。
し
か
し
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
す
る
の
は
、
第

１
回
研
修
参
加
者
の
み
を
対
象
と
し
て
い
る
。
２
回
目
以
降
の
研
修
受

講
生
へ
の
フ
ォ
ロ
ー
は
な
い
。

・
研
修
後
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
局
よ
り
JI
C
A
及
び
タ
イ
人
専
門

家
に
よ
り
１
-２
週
間
の
O
JT
を
各
国
に
お
い
て
実
施
。

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
２
年
目
に
入
り
、
カ
ン
ボ
ジ
ア
の
み
に
研
修
の

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
と
し
て
の
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実

施
す
る
こ
と
と
し
た
。

３
カ
国
で
４
地
域
を
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ト
と
し
、
各
国
の
実
状
に
合
わ
せ

た
国
別
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施
。
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ト
に
か
か
る

R
ap
id
 A
ss
es
sm
en
t 
an
d 
R
es
po
ns
e（
R
A
R
）
と
呼
ば
れ
る
短
期
調
査
を

行
い
、
基
礎
調
査
の
上
、
小
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
立
案
、
運
営
し
て
い
る
。

プ ロ ジ ェ ク

ト 参 加 国 内

で の 変 化

調
査
時
点
で
は
特
に
変
化
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

調
査
時
点
で
は
特
に
変
化
は
見
ら
れ
な
か
っ
た
。

当
該
分
野
に
お
け
る
ヴ
ェ
ト
ナ
ム
と
中
国
と
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
確

立
。
国
境
沿
い
に
お
け
る
問
題
と
し
て
認
識
し
た
上
で
、
国
内
の
問
題
と
し

て
捉
え
る
旨
地
域
協
議
の
場
で
中
国
か
ら
の
発
言
が
あ
っ
た
。

プ ロ ジ ェ

ク ト 終 了

後 の 計 画

A
C
IP
A
C
フ
ェ
ー
ズ
II
を
実
施
す
る
の
か
、
ま
た
は
各
国
の
二
国
間
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
つ
な
げ
て
い
く
の
か
検
討
中
。

中
間
評
価
が
20
04
年
度
に
実
施
さ
れ
る
の
で
、
そ
の
結
果
を
踏
ま

え
て
検
討
す
る
予
定
。

中
間
評
価
が
20
04
年
度
に
実
施
さ
れ
る
の
で
、
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
て
検
討

す
る
予
定
。

周
辺
国
に
お
け
る
JI
C
A
国
別
事
務
所
は
、
各
国
で
行
わ
れ
る
パ
イ

ロ
ッ
ト
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
財
務
管
理
及
び
連
絡
・
調
整
程

度
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
関
与
は
少
な
い
。

各
国
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
事
務
所
を
構
え
て
い
る
の
で
、
体
制
的
に
は
、
ヴ

ェ
ト
ナ
ム
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務
所
を
中
心
に
統
括
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
タ

イ
に
あ
る
A
u
sA
ID
で
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
全
体
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の

み
で
、
基
本
的
に
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
ヴ
ェ
ト
ナ
ム
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
務

所
が
管
轄
し
て
い
る
。
参
加
各
国
の
A
u
sA
ID
事
務
所
は
、
通
報
・
連
絡
の

み
で
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
す
る
関
与
は
少
な
い
。

JI
C
A
／
家
畜
疾
病
案
件
（
20
01
.1
2-
20
06
.1
2）

・
タ
イ
に
対
し
て
は
、
拠
点
と
な
る
タ
イ
へ
地
域
重
要
疫
病
に
関

す
る
調
査
研
究
、
診
断
、
サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス
体
制
の
強
化
、
及

び
研
修
の
開
発
な
ど
。

・
周
辺
国
へ
は
、
タ
イ
に
お
け
る
研
修
及
び
JI
C
A
専
門
家
、
域
内

の
専
門
家
の
技
術
的
指
導
に
よ
り
家
畜
疾
病
に
関
す
る
診
断
技

術
の
向
上
、
情
報
シ
ス
テ
ム
の
利
用
促
進
、
ワ
ク
チ
ン
の
製
造
、

品
質
管
理
技
術
の
向
上
な
ど
。

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
開
始
前
に
各
国
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
枠
組
み
に

つ
い
て
議
事
録
を
交
換
し
て
お
り
、
便
益
に
対
す
る
理
解
は
あ

っ
た
。

・
長
期
専
門
家
（
３
名
）
は
、
タ
イ
に
常
駐

・
周
辺
国
へ
は
出
張
ベ
ー
ス
で
技
術
指
導
及
び
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
。

・
周
辺
国
の
実
施
機
関
に
は
、
国
際
基
準
を
満
た
す
疾
病
診
断
機

材
を
供
与
。

A
us
A
ID
／
H
IV
/A
ID
S案
件
（
20
02
.7
-2
00
6.
7）

・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ト
４
地
域
に
お
い
て
、
地
域
別
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
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でも予算も機材も拠点国に比べ限られたも

のである。家畜案件では、周辺諸国へ疾病

診断機材の投入があったが、検体を取りに

行く出張費が手当てされていなかったため、

投入機材を活用することができなかったな

どの例が象徴しているとおり（カンボジア）、

タイと他の参加国との便益に格差が生じ、

便益の公平性は保たれていないと判断でき

る。一方、AusAIDの案件の場合、プロジェ

クト参加国への投入はほぼ等しく各国とも

プロジェクトに参加しているというオーナ

ーシップが強いと判断できる。

（D）対象各国への柔軟的な対応の点につ

いては、例えば、研修から見るとACIPACで

は参加各国を一同に集めた画一的な研修を

実施しているが、家畜案件では、各国の実

状や要望に合わせて、参加各国すべてでは

なく、個別、または２、３カ国を集めた研修

を実施するなどの工夫が見られた。ACIPAC

では、研修成果を活用し、各国においてパ

イロットプロジェクトを実施したり、家畜

案件でも研修後に供与された機材を活用す

るために専門家が各国を短期間訪問してOJT

を実施するなど、各国における主体的な活

動が実施されている点が注目される。しか

しながら、いずれの場合も、タイ以外の参

加国に対しての対応は、投入が少なく、

ACIPACのパイロットプロジェクトも研修第

１回目参加者のみを対象としていること、

またCLMV各国におけるドナーの支援も人

的、資金的に手薄であることから、その効

果は限られたものであると判断できる。特

にCLMV各国のように国の予算が限られて

いる途上国で、しかも対象課題の開発優先

順位が国として低い場合は、各国の自主性

だけでは研修の効果を国内に浸透させたり

波及させることは難しいと考える。

AusAIDの場合、一カ国を拠点としている

のではなく、プロジェクトサイトそれぞれ

に専門家を常駐させ、小規模プロジェクト

を立案、実施しているという点では、各国

のニーズや条件にあったプロジェクトをき

め細かく実施していると判断できる。

（E）広域協力からの対象各国への便益の

還元の点では、３例ともまだ案件が始まっ

て間もないこともあり、調査の段階ではこ

の点に関する明確な情報は発現していなか

った。しかし、日本の２例とも、パイロッ

トプロジェクトや研修の後に各国内でどう

便益を発展させるか明確な計画や予算措置

はなく、また、研修を受講する人数も限ら

れていること（各国５名/年x４回で、５年

の期間で各国20名のみ）から、各国におけ

る人材はある程度育成されても、各国の実

施機関としての能力向上（inst i tut ional

capacity building）までには至っていないと

判断できる。

２．日本の広域協力案件の特徴

以上の分析結果と、AusAIDの広域案件と

の比較により、日本の広域案件の主な特徴

が以下の点で明白となった。

（１）ニーズの特定

日本の広域案件では、ある国にとっては、

優先度及び緊急性があまり高くない課題で

も、地域として重要な課題の場合、二国間

援助では見過ごされてしまう課題でも、広

域案件で支援することが可能であることが

判明した。しかし、現状では、地域として

のニーズを特定する作業は、ドナー側の意

向が強く、また、拠点国に便益が一番波及

するようなプロジェクトデザインとなって
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いることが判明した。さらに、ニーズの特

定作業の中で、拠点国以外の裨益国と調整

するメカニズムがなく、裨益国のプロジェ

クトへの参加は受動的であると判断できる。

（２）「援助国化支援」と南南協力

複数国を対象としているが、広域案件は

二国間協力が基本となっているため、プロ

ジェクトの一義的な目的は、拠点国である

タイの機能強化である。CLMV各国への便

益の裨益は、「南南協力」を通じて支援する

形をとっているため、二次的な目的となる。

これは、援助を卒業する国に対して、これ

までの援助の経験・蓄積をもとに、周辺諸

国への協力を実施するタイに対する「援助

国化支援」を意図したものであり、二国間

援助の発展的な協力の形と判断できる。こ

れまでの援助の蓄積を活用するという意味

では、有効な援助方法であると考えられる。

拠点国であるタイにとっては、周辺国への

地域協力を通じてタイが地域の拠点となる

ことが第９次経済社会開発計画（2002-2006）

にも言及されており、広域案件はタイの政

策によっても支援されている（NESDB 2002:

14-15）。

広域案件の戦略に使われている南南協力19

の前提は、（Bobiash 1992: 8）によると、「途

上国は低開発に関して同様の条件や問題に

直面しており、国際社会の中での立場を上

げようとする共通の関心があり、そしてお

互いの利益のために補完できるようなリソ

ースを有している」のが基本である。また、

南南協力の背景には、従属論者が論じる北

と南の経済活動や開発協力に潜んでいる

「不公平な取引」を是正することがある。し

かし、現実には、先に発展した途上国とま

だ貧しい途上国間とに格差が生じ、南の

国々の間で北と南にあるような依存が生ま

れる危険性があることも指摘されている20。

事例の場合、CLMV各国への協力はタイ

との南南協力という形を取っている。確か

にタイはCLMV各国と地理的にも国境を接

し、共通の問題を有している。しかし、事

例では、拠点国となるタイとCLMV各国と

の便益に差が生じ、例えば投入に関しても

その差が大きいことが判明した。タイは、

メコン河流域国の中でいわゆる「優等生」

であり、CLMVとの経済・社会的開発の差

は歴然としている。このような状況の中で、

タイを上位に置く広域協力は、歴史的にも

タイと軋轢があるCLMV各国にとっては、

協力への反発を招きかねないと判断できる。

実際タイから技術供与されることに懸念を

示す国もあった21。

（３）ドナー側の実施体制

基本的に広域案件は、タイに所在するプ

ロジェクト事務所とJICAタイ事務所がその

中心をなし、CLMV各国に所在するJICA事

務所はパイロットプロジェクトに関する財

務処理及び関係機関への連絡などの業務の

他、実質的な案件に関する関与は限られて

いることが判明した。これは、CLMV各国

内のJICAの国別事務所にとって広域案件を

自分たちが管轄する国のプロジェクトとい

うよりも、タイのプロジェクトとしての意

識が強いことによると判断できる。JICAは、

2002年度に広域案件に関するガイドライン

について関係国のJICA事務所間で協議し、

一定の理解を共有しているが、JICAは基本

的に二国間援助の実施機関であり、実際は、

自分たちの担当する国の二国間援助案件を

優先していると考えられる。次年度の援助

案件に関する要望調査を各国と協議する際

国境を越える問題に対するODAの新たなアプローチ
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にも、タイにおいては広域案件が要望調査

に入っているが、CLMV各国の要望調査に

は今のところ広域案件は反映されておらず、

通常の二国間協力の要望調査のみであるこ

とが判明した。更に、JICA本部の体制も広

域案件は案件の課題ごとに担当課が異なり、

広域案件を包括的に担当する部署がないこ

とが明らかになった22。従って、広域案件に

関するJICA内部の理解がまだ統一されてい

ないと判断できる。一方、AusAIDの場合、

地域案件の統括は、タイにあるAusAID事務

所の地域部が担当し、さらに、本部におい

てもアジア地域プログラムを担当する部が

配置されている。アジア地域プログラムを

始める前に、その戦略は豪州の閣議で承認

されており、また、関係各国のAusAID事務

所にも地域案件に関する情報が伝達されて

いたため、AusAID内の合意は案件開始前に

は形成されていたと考えられる。

３．日本の広域協力案件の限界

日本の広域案件は、国境を越える問題に

対する開発援助の一つの方法として始まっ

た。広域案件の中でも、地域公共財の供給

を目的とする広域案件は、分析枠組みで導

出した地域公共財の効果的な供給のための

５つの項目をすべて満たしたものが広域協

力の理想の形と考える。すなわち、広域案

件は、①地域共通のニーズが当該諸国の合

意のもとで形成され、各国にとって便益が

何であるかが明確であり、②対象国どうし

の活発な情報交換やネットワークを築きな

がら信頼の醸成を促進する。また、③それ

ぞれの国の実状に合った協力を行い、広域

協力の便益が各国内に波及し、④そして各

国内において便益を更に増やす努力ができ

るようにしながら、全体の公共財を増やし、

国境を越える問題に対応していくことであ

る。この時、⑤各国において、広域の便益

を吸収できる能力や各国内で便益を増やす

能力が備わっていない場合は、個別に支援

が実施される。この理想の形と、現状の日

本の広域案件を比べ、現状の限界を以下の

とおり明らかにした。

（１）二国間援助の枠組みで、南南協力と

いう戦略をとっているために、拠点国と他

のプロジェクト参加国とに格差がでてしま

い、公平な便益の波及とならず、効果的な

地域公共財の供給に至っていないことが判

明した。特に、タイとCLMV各国との歴然

とした経済格差、そして歴史的な軋轢を考

えると、今後ともタイに援助が集中してし

まうと、タイとCLMV各国との格差は益々

拡大する可能性があり、地域としては開発

が促進されても歪んだ開発となる危険があ

ると判断できる。

（２）日本のODAの中で国境を越える問題

に取り組むことがODA大綱にも明記されて

いるが、広域の便益を国内へ還元する段階

において、現状の広域案件では、各国に対

する資金的措置及び実施体制が整っておら

ず、広域的な便益を国内に還元できるまで

には至っていないと判断できる。

（３）また、上記に関連し、理想の広域案

件の⑤にあるように、広域協力の便益を吸

収し、そして自国内で便益を生産するため

には、各参加国内の能力が構築されていな

ければならない。しかし、現状では、広域

案件と二国間援助との連携が図られていな

いため、地域公共財が広域案件によって供

給されても、それを増強するまでには至っ

ていないと判断できる。
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Ⅴ. 結論

本稿では、国境を越える問題への開発援

助の一つのアプローチとして始まった広域

案件に着目し、事例を分析することで、現

在実施されている協力の枠組みに関する特

徴及び限界を明らかにした。分析にあたっ

ては、地域公共財を効果的に供給するため

の５つの要件を分析枠組みに用いた。事例

分析の結果、日本の広域案件の最大の特徴

は、南南協力をその戦略に用い、拠点国の

「援助国化支援」が前面に出ている点である

ことが明白となった。それ故、拠点国以外

のプロジェクトの参加国はプロジェクトに

対して受動的であり、課題に対する自覚、

責任、または、協力のインセンティブも限

られていることが判明した。しかし、この

結果は、南南協力の戦略だけが起因してい

るのではなく、案件形成時に、関係国すべ

てが参加し一同に会する機会やメカニズム

がなく、関係国との合意がとれていなかっ

たこと（ACIPAC）、拠点国のニーズが中心

になっている（家畜案件）ことにも起因し

ていると判断できる。更に、AusAIDの案件

と比較して、日本の案件は、当初より援助

機関として広域協力への実施体制が構築さ

れていなかったことが実施面の問題を複雑

化していることが明らかになった。

また、参加国であるCLMV各国は、まだ

援助吸収能力が低いと判断できる途上国で

ある。４カ国とも開発レベルや背後にある

社会、経済、政治体制も異なっており、４

カ国をひとくくりにはできない。このよう

な国々を対象とする協力は、二国間協力で

もそうであるように、各国に様々な角度か

ら深く、きめ細やかな援助を実施していな

ければ効果は期待できないと判断できる。

III.１で前述したとおり、地域公共財を途上

国に供給する場合、途上国がその便益を吸

収し、途上国からも公共財を生産できるよ

うに、国内の人材、組織及び制度整備など

のキャパシティを高めることが公共財の増

加につながることが判明した。そのために

も二国間援助と連携するなどで、個々の国

に対する開発が必要である。日本の２例を

分析する限り、拠点国であるタイと比べ

CLMV各国に対する広域協力の便益は限ら

れており、また、各国内において公共財を

生産するようなメカニズムには至っていな

いという結論が導出された。

さらに、前述したとおり、広域案件は南

南協力という戦略をとっているために、拠

点国と他の参加国とに格差が生じ、効果的

な地域公共財の供給に至っていないと判断

できる。筆者は、南南協力のスキームを否

定しているのではなく、地域公共財の供給

を目的とした広域協力の場合は、必ずしも

向いていない戦略であることを導出した。

一方、事例分析により広域案件の強みと

なる点も散見された。現在の形態でも、二

国間協力では見落とされてしまう課題が、

地域としてのニーズがあれば吸い上げるこ

とができる点、周辺国におけるパイロット

プロジェクトの導入、また、画一的な研修

ではなく、各国のニーズに合わせた国別研

修の実施など柔軟的な対応ができる点等も

明らかになった。

そして、広域案件は、例えば、実施中の

二国間援助の補完としての役割を担ったり、

また、広域案件終了後に日本の二国間援助

や他のドナープロジェクト、または各国の

開発政策と結びつく形で「シードプロジェ

国境を越える問題に対するODAの新たなアプローチ
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クト」として機能することができれば、有

効な協力になる可能性を秘めていることが

判明した。

本研究の全体的な目的は、日本のODAに

おいて広域案件の今後の方向性を解明する

ことであるが、本稿では、日本の広域案件

を分析し、また、AusAIDの案件と比較する

ことで、特にその特徴と限界を明らかにし

た。調査対象が２例のみで一般化はできな

いが、現在実施されている広域案件の中で

も初期のケースであり、将来の広域案件を

形成する際の示唆を十分に与え得るもので

ある。広域案件の理論化を更に進めるため

にも、他の地域での広域案件との比較や、

広域案件に係る効率性の分析などを今後の

研究として進めたい。

注記

1 メコン河流域地域とは、メコン河に接する国及び

地域として、タイ、ライス、カンボジア、ヴェト

ナム、ミャンマー、中国（雲南省）を対象とする。

日本が実施しているメコン河流域の広域案件に関

しては、中国を除いた５カ国を対象としている。

2 本稿で扱う「地域」とは、一国内の地域ではなく

複数国家の集まりであり、特定の問題を共有し、

それに関して共通の機会を有する隣接した複数国

家の集まりである。

3 途上国が日本の資金的・技術的支援を受け、社会

的あるいは文化的環境を同じくする近隣諸国など

から研修員を招請し、各国の現地事情により適合

した技術の研修を実施するもの。（国際開発用語

集.第２版.1999: 49）

4 2002年度におけるODA事業予算（全体16,575億円）

でも、二国間援助が83.3%（無償資金協力14.4%、

技術協力21.7%、借款47.1%）、国際機関向け拠出が

16.7%を占めている。

5 「政府開発援助大綱」（2003年8月29日閣議決定）

の目的に明示。

6 ラオス、ミャンマー、ヴェトナムは、1997年7月、

カンボジアは1999年4月にASEAN へ正式加盟し、

ASEAN10が実現した。

7 例えば、ASEAN基金を通じた協力、インドシナ総

合開発フォーラム、東アジア開発イニシアティブ

など。

8 メコン河流域の地域協力は、アジア開発銀行

（ADB）が主導している「拡大メコン圏地域経済

協力」（GMSプログラム）、メコン河委員会による

地域協力、ASEANが主導しているASEAN統合イ

ニシアティブ（IAI）、日本が主導している「イン

ドシナ総合開発フォーラム」や「日・ASEAN経

済産業協力委員会」、その他国連機関が実施してい

るプログラムなど、様々な地域協力が行われてい

る。

9 JICA年報（2003: 223）によると、無償資金協力の

卒業とは、当該国の経済発展により、自力で一層

の経済開発を推進できる水準までに達した状況を

いう。一人当たりGDPがUS$8,625以上の国などの

条件がある。タイに対しては、無償は原則終了し

ているが、草の根無償資金協力や文化無償協力は

引き続き行っている。

10 Department of Technical and Economic Coopera-

tionの略。2002年10月よりそれまでの首相府から

外務省経済協力部の一部に移り、基本的に他国か

らの無償資金協力と技術協力の窓口機関となって

いる。

11 タイに対する日本の援助重点分野は、以下５つが

挙げられている。①社会セクター支援（教育、エ

イズ対策中心）、②環境保全、③地方・農村開発、

④経済基盤整備、⑤広域協力支援。

12 地球公共財の議論が最近注目されてきた理由とし

て、木原（2002: 167）は、2003年、米国「国際金

融機関諮問委員会報告」において、世界銀行は、
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「地球公共財の生産に集中すべきである」という

提言があったこと、また、2001年ジェノバサミッ

トにおいて、地球公共財への資金調達として、途

上国における主要感染症対策基金「HIV/AIDS、

マラリア、結核地球基金」が設立されたことをあ

げている。

13 なお、「国際公共財」も国境を越えて便益の一部

または全部が複数国に波及するような活動や財で

あるが、カール（1999b）は、国際公共財と地球

公共財の違いを、地球公共財は国際公共財の中で

も便益に普遍性があり、階層、性別、世代に関係

なくすべてに波及する財であると定義している。

14 このような活動を世界銀行（2001a）では「補完

的活動」（complementary activities）と呼び、特

定国を対象とした伝統的な二国間援助が重要な役

割を果たすと指摘する。

15 公共財の供給に影響を及ぼす問題として、「ただ

乗り」や「囚人のジレンマ」の問題がある。

16 筆者は、2000年8月より１年間JICAタイ事務所で

メコン河流域における地域協力に関する調査に従

事し、また、2003年4月よりJICAミャンマー事務

所にて広域案件を含む保健医療案件を担当した。

また、2002年9月に、JICA本部及び外務省の関係

者へのインタビューを実施。更に、2002年12月に

タイ、2003年11月にカンボジアにおいて現地調査

を実施した。

17 JICAはタイを中心に約30年間に及び当該課題に

対する協力を行っており、また、海外獣疫事務所

や国連食料農業機関等の国際機関は、当該地域に

対して、口蹄疫の診断と防疫の改善プロジェクト

を行っている。

18 中間評価は2002年6月16日－7月5日に実施。ACI-

PAC.2002b

19 Bobiashは、南南協力に関する特徴や効果につい

て、西アフリカにおける南南協力の事例を検証し

ながら北から南への援助との違い、南南協力の効

果、ドナー側の協力の動機について論じている。

20 タンザニアのニエレレ元大統領が発言。Bobi-

ash.1992: 8

21 例えば、ラオスの援助窓口機関からは、タイばか

りではなく、他のASEAN先発国からの支援を考

慮すべき旨の発言があった。

22 広域案件は、JICA本部においてセクター別の部

が主導して形成した経緯もあり、広域案件として

包括的に担当する機能は、本部にもタイ事務所に

も整備されていない。（2004年２月現在）
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